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朝日信用金庫に就職したリャフ・ナタリアさん（1日、東京都千代田区）
ロシアによるウクライナ侵攻を受けて日本に逃れてきた避難民の就労支援のあり方が、首都圏でも課題となっている。祖国へ帰国できる見通しが立たず、避難生活が長引く状況で、安定した収入源の確保は欠かせない。効果的なサポートを官民が模索する中、支援が結実した好事例も生まれている。

「雇ってくれることに驚いた。仕事を頑張りたい」

ウクライナ避難民のリャフ・ナタリアさんは1日、辞令の交付を受けて意気込んだ。嘱託職員として就職したのは、東京都台東区に本店を置く朝日信用金庫。欧州のメガバンクで働いていたキャリアを持つナタリアさんは、ハローワークで見つけた朝日信金の求人に思わず手を伸ばしたという。

避難民を対象にした金融機関からの求人は珍しい。朝日信金では「避難してきた人たちに信金としてできることはないか」と伊藤康博理事長が発案し、就労支援が動き出した。ナタリアさんの配属先は国際業務部で、海外送金などの業務に従事する。

2022年6月に来日したナタリアさんは今後も日本で長く生活する意向を示しているという。朝日信金は戦争終結後にウクライナと取引をしたい企業が出てくることを想定し、将来、ナタリアさんが日本とウクライナをつなぐ「架け橋」となることを期待している。


交流拠点で日本語学習などの支援を実施している（横浜市）=横浜市国際交流協会提供
横浜市でも就労支援の取り組みが実を結んだ。市の外郭団体、横浜市国際交流協会は、ハローワークと提携した就労セミナーを22年夏に開き、秋以降は受け入れ希望のある企業との個別のマッチングや面談を実施してきた。

企業との橋渡しだけでなく、日本語の勉強会などを交流拠点「ドゥルーズィ」（横浜市）で開いており「多くの希望者が就労できている」（同協会）。

就職の際に課題となるのは言語の壁だ。厚生労働省の東京外国人雇用サービスセンターによると、日本語でコミュニケーションがとれない場合、就労先が清掃やベッドメーキングなど軽作業に絞られ、キャリアを生かせないケースが多い。それでも英語が話せる若い世代は大学で学んだ分野に関連する職業に就ける場合もあるという。


埼玉県行田市の避難民はALTなどで生計を立ててきた（同市）
避難生活が長引くにつれ、就労支援のニーズは高まっている。埼玉県北部に位置する行田市では、避難民2人が市内中学校のALT（外国語指導助手）や他のウクライナ人に対する支援活動などで生計を立ててきたが、「2人は今まで以上に生活の基盤となる仕事を探す必要があると考えるようになっている」（市地域活動推進課）。

ただ、日本語でコミュニケーションが取れるほどではないため、行田市はハローワークと連携して英語で意思疎通できる職場を探す方針だ。「ウクライナ情勢は全く先が見通せない。避難している2人がしっかり生活できるようにしたい」（同）という。


千葉県鎌ケ谷市の職員に採用され、母国について説明するウクライナ人女性=共同
千葉県鎌ケ谷市では22年10月から避難民の女性と子ども2人を受け入れている。女性の就労支援をしてきたが「子どもがいて言語の壁もあり、なかなか就職先が決まらなかった」（鎌ケ谷市担当者）ことから、市は11月に会計年度任用職員として女性を採用した。

週3日、小学校のALTや市の広報紙などの執筆、市民と外国人の交流会での講師といった業務を任せている。23年度も雇用する予定という。

東京都の都営住宅で生活する避難民は増加傾向にあり、3月2日時点で367人になった。新たに来日してくる人のほか、働き口を探すため地方から首都圏に移り住む人もいるとみられる。

東京外国人雇用サービスセンターによると、避難民向けの相談窓口を利用した人のうち、ハローワークを通じて就職したのは3割程度という。ウクライナ避難民ならと、積極的に採用する企業もある一方で、キャリアを生かせない人も多いといい、厳しい状況に変わりはない。

言語の壁のみならず、電車など交通機関での移動が不得意なため就労するエリアが限定される場合もある。不慣れな環境での生活で心身に不調をきたす人もいて、健康面のケアも重要となる。





